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第１章 序 論 
































































平成 1993 年 11 月に成立した環境基本法には，第 22 条に「環境の保全上の支障を防
止するための経済的措置」が規定されている。また，環境基本法第 15 条の規定に基づ
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規定されている。また，環境基本法第 15 条の規定に基づいて策定された第 3 次環境







































































図 1 環境基準達成率（BOD 又は COD）の推移
河川は BOD，湖沼，海域は COD 
達成率＝（達成水域数／類型指定水域数）×100 










































（2010 年 8 月 10 日） 



































































体の費用負担について検討する」ことが提言された。さらに，平成 2003 年 3 月，東
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      図１ フランスの水管理庁と課徴金制度における資金の流れ 
 
表１ 2002 年セーヌ・ノルマンディ水管理庁における取水・排水課徴金 
（百万€，()は％） 
 
             取水課徴金   排水課徴金   合  計 
 
    自治体（住民）    79.7(11.5)     556.3※(79.9)     636.0(91.4) 
    産  業            9.8( 1.4)      47.3※※( 6.8)      57.1( 8.2) 
    農  業    1.3※※※ ( 0.2)          1.6( 0.2)       2.9( 0.4) 
  
        合  計          90.8(13.1)      525.4(86.9)    696.0(100.0) 
 
               ※77.4 百万€が下水処理奨励金として市町村に還元。 
               ※※排水処理報奨金として 479.3 百万€が企業に還元。 
               ※※※ピーク緩和措置として 7 百万€が控除されている。 




























汚染当量当たりの課徴金レート）は 1981 年には 12 マルクであったが，その後何段階
かにわたって値上げされ，1997 年１月からは約 36 ユーロとなっている。 














図２ ドイツ Schleswig-Holstein 州における排水課徴金の使途 
表２ ドイツにおける排水課徴金の算定方法 
課徴対象物質 課徴対象となる単位排出量 閾 値
COD 50 kg-酸素 20 mg/l、250 kg-酸素/年
全P 3 kg 0.1 mg/l、15 kg/年































 1. エルベ川対策 
 2. 海洋汚染対策 
 3. 排水課徴金法運用費 
 4. シャール湖対策 
 5. 農業地の自然保護 
 6. 環境省による水資源改善助成 
 7. 河川の表層水保護 
 8. 自然に河川造成・保護 





































































































































































































Catchment Area of Reservoirs




17 Hydro Power Stations














2,200 万人）の流域において図 3 に示すような施設の運営にあたっている。水需要に
対処するための水量管理のために，8 箇所の貯水池を保有しており，その合計容量は 
4 億 6,400 万ｍ3にのぼる。水質管理については 84 箇所の下水処理施設を保有し，2001























水管理組合に係る排水課徴金の総額は，2006 年の統計で 1,258 百万€である。これ






















下水道会社のうち，Welsh Water は 2001























2000 年 12 月に発効している。同指令は，水域管理の改革の先駆けともいえるもので，



































¾ 統合的汚染防止･管理に関する指令（IPPP 指令）（96/61/EC）  
¾ 地下水に関する指令 （80/86/EEC） 
¾ 飲用水に関する指令 （98/83/EC） 
¾ 硝酸塩に関する指令 （91/676/EEC） 
¾ 農薬に関する指令 （91/414/EEC） 
2000 年 ＷＦＤの発効 
2003 年 国内法の整備 
流域管理のための河川流域の区分けと管理組の特定 
2004 年 河川流域の評価 影響因子とその影響の評価並びに経済分析 
2006 年 モニタリング・ネットワークの確立 
住民意見の聴取の開始 
2008 年 河川流域管理計画案の提示 
2009 年 対策プログラムを含む河川流域管理計画の確定 
2010 年 料金政策の導入 
2012 年 対策実行計画の策定 
2015 年 環境目標の達成 
2021 年 管理の第 1 サイクルの終了 











2007 年 3 月欧州委員会は，WFD について初めての実施状況報告書を発表した20),21)。
この報告書では，各国の WFD の実施成績が評価されているほか，2009 年 12 月が期
限となっている「河川流域管理計画」の早期策定について勧告している。 







あり，法制化の範囲に重大な欠陥があると指摘された国は 19 にのぼる。 
次の段階として，加盟国は 2009 年末までに河川流域管理計画を策定し，2012 年ま





米国における水環境保全政策の基本は，水質浄化法（Clean Water Act: CWA）と
CWA に基づく連邦汚染物質排出除去制度（ National Pollutant Discharge 
Elimination System: NPDES）にある。米国は，1972 年に連邦水質汚濁制御法
（Federal Water Pollution Control Act : FWPCA）の大幅な見直しを行い，米国の水
質汚濁制御について，｢過去の政策からの明白な決別｣を行った 15)。その後，水質を基
本とした制御に対する要求を維持しながら，同時に技術を基本とする規制や放流地点




















NPDES 規制で水域の水質基準が達成されない場合，CWA に基づき USEPA が州政








TMDL 実行計画に基づき直ちに排水が規制されるわけではないが，NPDES 許可の 5
年毎の見直しに際し，TMDL の結果が NPDES 許可に反映されて法的効力を持つこと
になる。 





上記のような背景のなか，2002 年に USEPA の副長官から，USEPA の政策実施プ
ログラムに流域アプローチを導入する旨の文書が公表され，2003 年には水局から「流
















流域ベースの NPDES 許可に基づいて行われることになる。 
USEPA は，1996 年「流域ベースの排出枠取引のための枠組み案（Draft Framework 
for Watershed-Based Trading）」を公表し，2003 年には「水質取引に関する方針
（Water Quality Trading Policy）」の最終版を発行した。これは，流域ごとに信頼で
きる水質汚濁排出権取引プログラムを構築するための一般的な規定を明らかにするも
ので，全米各地で行われたパイロットプロジェクトに基づいて策定されたものである。 
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うち 6,670 トン(64%)を 2014 年までに削減する必要がある。TMDL の要請に応え，
必要な NPDES の許可を得るため，コネチカット州政府は 81 の処理施設（公共下水






49 の下水処理場が総額 2,660,688 ドルでクレジットを購入し，29 の処理場が総額
6,148,327 ドルでクレジットを売却した。差額は州当局による価格の調整を通じて長




0.00 から 1.00 の間の数値である。 
（２） チェサピーク湾栄養塩取引プログラム 
チェサピーク湾流域の行政当局である，ヴァージニア州，メリーランド州，ペンシ









チェサピーク湾基金（Chesapeake Bay Foundation）等が 2009 年 1 月に EPA を相
手取って訴訟を提起したが，2010 年 5 月に EPA との間で和解が成立した。その結果
EPA は 2010 年 12 月 31 日までに TMDL を設定することとなった34)。チェサピーク
湾の TMDL は，前例がないほど大規模で複雑なものになると想定されている。この














































フランス 排水課徴金 水管理庁によって異なる。 
取水課徴金 水管理庁によって異なる。 
 
ドイツ  排水課徴金  汚染単位  35.79€/汚染単位 
取水課徴金 0.0051 - 0.2046 €/m3 表流水/地下水の別や 
用途によって異なる。 
 
オランダ 排水課徴金 31.76 €/有機汚染物質（酸素要求量）単位 
＋31.76 €/その他の汚染物質単位 
水道課徴金  0.15 €/m3 配水量に対して課税 
 
オーストリア 
排水課徴金 家庭や企業等の属性に応じて 58 € ～487 €/年 
取水課徴金 なし 
 
ベルギー 排水課徴金  家庭 0.55 €/m3 
       事業場 8.92 €/汚染単位 
       農業 排水の種類と肥料散布時使用の有無 
によって異なる。 
取水課徴金  水道用取水 0.07 €/m3 
       地下水取水 0.02 €/m3 
 
デンマーク 
排水課徴金 11.00DKK(1.47€)/kg-BOD 又は COD 
      硝酸を含む場合    
20.00DKK(2.68€)/kg-BOD 又は COD 
      りん酸を含む場合  
110.00DKK(14.75€)/kg-BOD 又は COD 
取水課徴金  5.00 DKK(0.67€)/m3 
 







排水課徴金  通常の排水 2.40 USD/pound-BOD 又は COD 
 排水許可証料金 通常の排水 1.25 USD/pound-BOD 又は COD 
 公共下水処理場（6,000gallon/day 以下）0.02 USD/gallon 
 公共下水処理場（6,000gallon/day 超）630.00 USD/百万 gallon 
 合流式下水道越流水  55.00 USD/百万 gallon 
 処理された雨水    17.50 USD/百万 gallon 
 その他、事業場排水に関する規定がある。 
米国ニュージャージー州 
排水課徴金 水の消費又は汚染物質の排出  
平均 16.00 USD/月・世帯 (1994) 
      事業場排水 事業場の種類や規模に応じて 




























ではなく企業である。2007 年の税額は，スウェーデン: 306 百万 SEK（約 38 億円），
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告されている 3),4),5)。これらの先行事例では，COD，全窒素（T-N あるいは TN），全
リン（T-P あるいは TP）から次のように計算される総合指標 CODeq の負荷量が取引
対象とされた。 
 
                                    (1) 













(2) 取引の対象となる汚染物質： COD，T-N，T-P  


























































+×⎡ ⎤⎣ ⎦ + −
キャッシュフローベースの建設費 （円年）
　
    = 　建設費（円）
COD T-N T-P
レベル１ 標準活性汚泥法 20.0 22.0 2.50
嫌気‐無酸素‐好気法（A2O法）＋砂ろ過 9.6 9.0 0.40
ステップ式多段硝化脱窒法＋凝集剤添加 10.0 7.5 0.50
ペガサス法＋凝集剤添加 10.0 10.0 0.50
高度処理OD法＋凝集剤添加 10.0 10.0 0.50
標準活性汚泥法＋凝集剤添加 12.0 22.0 0.50
OD法＋凝集剤添加 12.0 22.0 0.50
修正バーデンフォ法＋砂ろ過 8.0 3.0 0.20
修正バーデンフォ法[メタノール添加] 8.2 4.5 0.40



































２に示す。同図では，COD 価格を 150 円/kg，T-N 価格を 630 円/kg として，T-P 価格
をパラメータとして変化させたものである。T-P 価格の上昇にしたがい，まず COD が


























































































































































































































































































5,335 (円/kg)に固定し，（売却量）≥（購入量）の条件のもとで T-N と COD の価格を
1 円単位で変化させた場合の政府（基金）の負担額をマイナスの数値で示している。負
担額は階段状に変化し，最も小さくなる点（図３では最も大きくなる点）は，円で囲ま











均衡価格の探索の結果，表３に示すように T-N の価格は 959 (円/kg)，T-P の価格は 




















0 959 5,335 45,792 1,519 47,311
費用 (百万円 / 年)
高度処理
費用
価格 (円 / kg)
COD T-N 合計政府（基金）の支出
T-P






































































































































排出されているというモデルを想定する。排出源 ( 1, 2, , )i n= ⋅⋅⋅ から排出される汚染物質
( 1, 2, , )k m= ⋅⋅⋅ の負荷量を ( ), 0i kx ≥ ，そのときの排出源 iの排水処理費用を ( 0)ic ≥ とす
る。また，経済学のモデルにおいて通常行われるように，次の２つの仮定をおく。 
(a) 財および汚染物質量の可分性 




補助金の補助率を ( 1)T Tg g≤ <0 ，汚染物質 kの取引価格を ( )0kα ≥ ，排出源 iから排
出される汚染物質 kの負荷量を ,i kx ，排出源 iに割り当てられた汚染物質 kのベースライ
ンを ( ), 0i kL ≥ とおくと，排出源 iの純費用 iy は次のように表される。 




i T i k i k i k
k
y g c x Lα
=
= − + −∑               (2)  
















(1 ) ( )
m
i T i k i k i k
k
y g c x L Minα
=
= − + − →∑         (3) 
subject to  , ,
1 1
n n
k i k k i k k k
i i
x L Zα α α
= =
= =∑ ∑       (4) 
kZ は対象とする排出源の総体に係る全体許容負荷量で，(4)式は，負荷量の売却額と購





i k i k k k
i i
x L Z α
= =





ラグランジュ関数： ( ), , , , ,
1 1 1
( , ) (1 ) ( )
m m n
i T i k i k i k i k i k i k
k k i
L x g c x L L xλ α λ
= = =
≡ − − − − + −∑ ∑ ∑   (6) 
, ,
, ,
( , ) (1 ) 0; 0i iT k i k i k
i k i k
L x cg
x x
λ α λ λ
∗ ∗
∗ ∗ ∗∂ ∂= − − − − = ≥∂ ∂ 　　                 (7) 
( ), ,
, 1
( , ) 0
n
i
i k i k
i k i














α λ∗ ∗+∂− =∂ −                                          (9) 
(9)式の左辺は，排出源 iにおける汚染物質 kの除去処理に係る限界費用である。また，
(8)式は制約条件の(5)式にほかならない。(9)式の右辺が排出源 iにかかわらないと仮定
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汚染物資 , ( 1,2,3, , )k k m= ⋅⋅ に係る課徴金の料率を ( )0kβ ≥ ，補助金の補助率を






i C i k i k
k
y g c xβ
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i C i k i k
k
y g c x Minβ
=
= − + →∑               (14) 







≤∑             (15) 
 
(15)式の条件が達成されるかどうか，排水課徴金の料率 kβ を決める段階ではわからない。





(15)式を満たす ,i kx が存在するというスレーター条件が満たされることは明らかである
から，このような凹凸計画問題の最適解の必要十分条件として，以下に示す非負条件




ラグランジュ関数： , , ,
1 1 1
( , ) (1 ) ( )
m m n
i C i k i k i k k i k
k k i
L x g c x Z xμ β μ
= = =
≡ − − − + −∑ ∑ ∑     (16) 
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, ,
( , ) (1 ) 0i iC k i k





∗⎛ ⎞∂ ∂= − − + + ≤⎜ ⎟⎜ ⎟∂ ∂⎝ ⎠
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( , ) (1 ) 0;i ii k C k i k i k
i k i k




∗ ∗ ∗⎛ ⎞∂ ∂= − − + + =⎜ ⎟⎜ ⎟∂ ∂⎝ ⎠
 , 0i kx∗ ≥                 (18) 
,
, 1





L x Z xμμ
∗
=
∂ = − ≥∂ ∑                                              (19) 
, , ,
, 1
( , ) 0;
n
i
i k i k k i k
i k i




⎛ ⎞∂ = − =⎜ ⎟∂ ⎝ ⎠∑  , 0i kμ∗ ≥                              (20) 
μ はラグランジュ乗数である。(15)式の汚染物質総量に関する制約条件が有効でない場

















                                                          (22) 




水質取引の取引価格 kα とは異なり，排水課徴金の料率 kβ はあらかじめ決められてい
る。(21)式，(22)式が示すとおり。限界費用は kβ と Cg の関数となる。水質取引では補
助金が最適解に対して中立的であったが，排水課徴金における補助金は最適解に影響す











i k i k k















水質取引で， 0kα ≠ である汚染物質 kについて成り立つ取引均衡条件の(5)式は，排
水課徴金において制約条件が有効な場合に相当するから，(9)式と(22)式を比較し 
, ,
, , , ,
1 1
; , 0, 0
1 1
n n
k i k k i k


































α∗∗ = −                                (26) 
とおいた。４．３．２（２）節の(10)式で論じたように， ka
∗ は詳細な取引価格の形成に
寄与する排出源の最適解での限界費用を表しており， Tg にかかわらず ka
∗ は変化しない。 
一方， 0kα∗ = は，水質取引および排水課徴金において汚染物質 kに係る制約条件が有効
でない場合に該当する。(12)式と(21)式を比較すると 
0; 0k kβ α∗= =　                   (27) 
したがって，(24)式は 0kα∗ = でも成立する。 
水質取引の最適解がわかっている場合，取引価格 ( )0kα∗ ≥ を(24)式に代入すると，水
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= = = =









kβ と補助率 Cg を求めた。 0Tg = ，
0CGΔ = とおくと，排水課徴金の料率



















いま， iy ， ic ， ,i kx について，次のように定義される平均値からの偏差を考える。 
, , , ,
,
,
i i i i
i k i k k i k i k k
y y y c c c
x x x L L L
Δ = − Δ = −
Δ = − Δ = −
　
　
                   (32) 
ただし， y， c ， kx ， kL はn個の排出源に関する平均値を表す。 
(2)式，(13)式から，次の関係式が得られる。 




i T i k i k k i kT T T T
k k
y g c x Lα α
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COD 0 COD 0
T-N 409 T-N 959




























i C i k i k CC C
k
y g c xβ
=
⎡ ⎤Δ = − Δ + Δ⎣ ⎦∑                            (34) 
ここに，[ ]T は水質取引，[ ]Cは排水課徴金を表す。 
水質取引と排水課徴金が互いに等価である場合，それぞれの最適解について，(24)
式のほか，次の関係が成り立つ。 
[ ] [ ] , ,,i i i k i kT C T Cc c x x⎡ ⎤ ⎡ ⎤Δ = Δ Δ = Δ⎣ ⎦ ⎣ ⎦　　                (35) 
最適解における(24)式，(33)式，(34)式，(35)式から，単位排水量当たりの純費用の偏差
である[ ]/i i Ty qΔ と[ ]/i i Cy qΔ の間の関係として，次の(36)式が得られる。 






i i i i k i k iC T T
kT




− ⎧ ⎫⎡ ⎤Δ = Δ + Δ⎨ ⎬⎣ ⎦− ⎩ ⎭∑              (36) 
iq は排出源 iの排水量である。現行の流総計画では，多くの処理場について次の(37)式
のようなベースラインの設定が行われている。 
,i k i kL qϕ=                                              (37) 
ここに， kϕ は汚染物質 kの一律水質基準である。(37)式が成立する場合には，(36)式は 
[ ] [ ]1/ /
1
C
i i i iC T
T
gy q y q
g
−Δ = Δ−                               (38) 
となる。ここで着目するのは， /i iy q の排出源間の均等性である。この均等性を /i iy q の









σ σ−= −                                    (39) 
となる。 (39)式からわかるように， /i iy q の均等化の効果は，水質取引や排水課徴金と
いった経済的手法のメカニズムではなく，補助金によってもたらされる。 
補助金のない ( )0Tg = 水質取引と，徴収された課徴金の全額を補助金に充当する排
水課徴金とを比較する。この２つは，どちらも財政的に独立したシステムであるという
意 味 で 同 じ 条 件 で あ る が ， 単 位 排 水 量 当 た り の 純 費 用 の 均 等 性 が 高 い









3 3 37.2( / ), 4.7( / ), 2.3( / )B T Cm m mσ σ σ= = =円 　 円 　 円          (40) 
ここに， Bσ はベースラインの標準偏差である。(40)式の値を(39)式と比較すると， 0Tg =
であるから 
































































































































































= ∑ と表される。 









= ∑ と表される。 
icΔ ：排出源 iの排水処理費用の平均値からの偏差（円/年）で， i ic c cΔ = − と表される。 
Cg ：排水課徴金における補助率 ( 1)Cg≤ <0 。 
Tg ：水質取引における補助率 ( 1)Tg≤ <0 。 
CGΔ ：基金に対する政府の財政支援額 ( )0CGΔ ≥ ，もしくは基金から補助金以外への支
出額 ( )0 CG> Δ （円/年）。 











,i kLΔ ：排出源 iに割り当てられた汚染物質 kのベースラインの平均値からの偏差（kg/
年）で， , ,i k i k kL L LΔ = − と表される。 















= ∑ 　 と表される。 
,i kx ：排出源 iから排出される汚染物質 kの負荷量（kg/年）。 










,i kxΔ ：排出源 iから排出される汚染物質 kの負荷量の平均値からの偏差（kg/年）で，
, ,i k i k kx x xΔ = − と表される。 










iyΔ ：排出源 iの純費用の平均値からの偏差（円/年）で， i iy y yΔ = − と表される。 
kZ ：対象とする排出源の総体に係る汚染物質 kの全体許容負荷量（kg/年）。 
kα ：水質取引における汚染物質 kの取引価格（円/kg）。 
kβ ：汚染物資 kに係る排水課徴金の料率（円/kg）。 
kϕ ：汚染物質 kの一律水質基準（kg/m3）。現行の流総計画においては，多くの処理場
で ,i k i kL qϕ= のようなベースライン ,i kL の設定が行われる。 
,λ μ：ラグランジュ乗数。  
, ,B C Tσ σ σ ：それぞれベースライン，排水課徴金，水質取引における，処理水量当たり






[ ]T ：水質取引に関する変数であることを表す。 
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防災事業は，一般に施設の整備を伴うものであり，評価対象期間 [ ]0,t T= における
( 0)T > としては，当該防災施設の耐用年数を設定する方法が一般的である。ここに， 0t =
は現在時点を表す。他方，当該防災施設が耐用年数に達したあとも，改築が繰り返され，
永久的に同様の効果を発揮するという前提で費用対便益を論じることもできる。後者の
場合，費用，便益とも現在価値に換算したあと， [ )0,t = ∞ の期間についてそれぞれ足し
合わせることになる。T が十分大きい場合，両者の相違は無視できると想定される。本


















−= =+                     (1) 
   ただし， 
本論文では， log は自然対数を表すものとする。 






−= =                        (2) 
と定義すると， tI は確率変数となり，その特性関数 1, ( )Tg u は次のように表される。 
 
log(1 )r α= +
1, ( ) t
iuI






[ ]E ∗ は期待値を表す演算子である。 
期間 [ ]0,t T= に n回 ( 0,1,2, )n = ⋅ ⋅ ⋅ の想定災害が発生するとして，相対的な被害軽減額
を現在価値に換算し，その総和を ,T nx とおく。 1n ≥ の場合， itI , ( 1,2,3, , )i n= ⋅ ⋅ ⋅ はそれぞ
れ独立に(3)式で表される特性関数 1, ( )Tg u をもつ分布にしたがう。合成積の特性関数は，
もとの分布の特性関数の積で表されるから3）， ,T nx の特性関数 , ( )n Tg u は 
, 1,( ) ( )
n
n T Tg u g u⎡ ⎤= ⎣ ⎦  
となる。 
期間 [ ]0,t T= に想定災害が 1 回も発生しない場合，すなわち 0n = では，相対的な被
害軽減額はゼロであるから，(3)式より 
 
５．２．１節の前提条件から， [ ]0,t T= の区間に想定災害が n回 ( 0,1,2 )n = ⋅⋅⋅ 発生する




oP n T en
λλ −=     
すべての発生回数 ( 0,1,2, )n = ⋅⋅ ⋅ を考慮した相対的な被害軽減額の現在価値の総和 Tx の







1 rtT iuee dt
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⎡ ⎤= ⎢ ⎥⎣ ⎦∑ ∫
,
0
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0, ( ) 1
iu
Tg u E e
×⎡ ⎤= =⎣ ⎦ (5) 
,( ) ( )T n Tg u E g u⎡ ⎤= ⎣ ⎦


















= − = ∑∫ ∫  
 
 
５．２．２節の前提条件で述べたように，本章では評価対象期間として [ )0,t = ∞ を採
用する。この場合の相対的な被害軽減額の現在価値を x，xの特性関数を ( )g u とおくと，






(10)式より， xの分布は，パラメータ rλ によって一意的に決まることがわかる。 
５．３．２ 特性関数の特殊関数表示 
(9)式において rtueτ −= とおくと， /( )dt d rτ τ= − であるから， ( )g u は次のように表され
る。 
 
                  
 
まず， 0u > の場合を考える。 
0
cos 1 ( ) log
u
d Ci u uτ τ γτ
− = − −∫  
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の関係4), 5), 6)を利用すると，(11)式は次のように表される。 
 
 
ここに， ( )Si u ， ( )Ci u はそれぞれ積分正弦関数，積分余弦関数であって， ( )Si u は(13)




∞= −∫  











（１） 0u = の近傍における被積分関数の級数表示 
(17)式の積分を数値的に行おうとすると，被積分関数の分母が / ruλ であるため， 0u =
の近傍における被積分関数の挙動を解析的に明らかにする必要がある。被積分関数の一
部を構成する関数 ( )Q u を次のように定義する。 







λ γ⎡ ⎤−⎢ ⎥⎣ ⎦=  (18) 
( 0)u > (14) 
(15) 
(16) 
{ }exp ( )
( ) exp ( )
r
Ci u








1 cos ( )
r
Ci u







⎡ ⎤−⎢ ⎥ ⎧ ⎫⎣ ⎦= −⎨ ⎬⎩ ⎭∫ (17) 
1( ) ( )
2
iuxf x e g u duπ
∞ −
−∞= ∫
{ }( ) exp ( ) log( ) ( )g u Ci u u i Si u
r r










































−= + +∑  
（２）数値積分の方法 
(17)式を数値的に積分して， ( )f x の形状，すなわち確率密度曲線を求める。数値積
分は，積分範囲を２つの区間に分け，それぞれにシンプソン公式9)を適用して，次の示
すような刻み幅 uΔ で行った。 
区間 a) 0 25u≤ ≤   0.005uΔ =  
区間 b) 25 1825u≤ ≤  0.03uΔ =  
区間 a) では，(20)式，(21)式を(17)式に代入して被積分関数を計算した。総和の対象
とした級数項は，(20)式については初項から第 60 項，(21)式については初項から第 40
項である。また，区間 b) における ( )Si u ， ( )Ci u の計算には，有理式と三角関数を用い
た近似式 7), 10)を利用した。 
数値積分は，Microsoft 社の Excel VBA を用い，倍精度で計算した。計算精度の評価
の参考とするため，数値積分で得られた ( )f x を xについて数値的に積分し，確率密度曲
線と x軸で囲まれる部分の面積を求めたところ，理論値１からの誤差は， / 1/ 3rλ = で
は 1.6%，図－１のその他の / rλ では 0.7%未満であった。 (17)式の被積分関数は，uの
増大に伴ってゼロに収束する。 / rλ の値が小さい場合は，この収束速度が小さいこと





































/ 1rλ < の場合，確率密度曲線は，指数分布のような右下がりの形状となるが，曲線の
途中で小さな瘤（こぶ）を持つ特徴を有する。 / rλ の値が小さいほど，急峻な傾きと
なる。 / 1rλ = では， 0 1x< < の範囲でプラトーをもつ。 / 1rλ > ではこのプラトーが




































/ 1/ 3rλ =
/ 2 / 3rλ =
/ 1rλ =









表１ 浸水対策事業の費用効果分析（S 市公共下水道の例）  










































































3 0.3333 0 0 0 ー ー 0 0 0
5 0.2000 5,881.0 0.0 5881.0 0.1333 0.3133 2,940.5 392.0 392.0
10 0.1000 6,277.6 0.0 6277.6 0.1000 0.1800 6,079.3 607.9 999.9
30 0.0333 8,019.1 136.4 7882.7 0.0667 0.0800 7,080.2 472.2 1,472.1











































想定災害 , ( 1 )kF k N=　 ～ における防災事業による被害軽減額を kI ，平均発生頻度を kλ
とおくと，被害軽減額の現在価値の総和 kx の特性関数 ( )kg u は，(16)式の導出と同様の
方法によって，次のように求められる。 
( ){ }
















⎡ ⎤−⎢ ⎥ ⎡ ⎤⎣ ⎦= ⎢ ⎥⎣ ⎦  
いま求めたいのは 
      
で定義される xの分布である。想定災害が互いに独立に発生すると仮定すると， xの特
性関数 ( )g u は，次のように表される。 
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⎡ ⎤−⎢ ⎥ ⎡ ⎤⎣ ⎦= ⎢ ⎥⎣ ⎦Π
∑ ∑ (24) 












と級数展開表示されるため， log ( )g u は 
 
と表される。したがって， xの n次のキュミュラント nκ は，次のように導かれる。 
 
キュミュラントと統計量との関係12)から，主な統計量が以下のように導かれる。 
平均：               
                       
 


















































⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎝ ⎠ ⎝ ⎠Λ = Λ =

































































⎡ ⎤−⎢ ⎥ ⎧ ⎫⎪ ⎪⎣ ⎦= −⎨ ⎬⎪ ⎪⎩ ⎭Π


















なお，(29)式～(33)式において 1N = とおくと，(17)式で表される ( )f x についての主な
統計量が得られる。 
５．４．４ 被害軽減額の確率分布の数値解     
図３に示す４つの想定水害の平均発生頻度 kλ ，被害軽減額 kI を(25)式に代入する。 
r については，国土交通省の指針 13 )に準拠して社会的割引率 α を４％とし，
log1.04 0.03922r = = ⋅ ⋅ ⋅を代入する。 
数値積分の条件は，図１の確率密度曲線を求めた場合と基本的に同様であるが，次に
示すように積分範囲は長くとっている。また， x と kI は百億円単位の数値で与えた。 
区間 a) 0 25u≤ ≤   0.005uΔ =  
区間 b) 25 3025u≤ ≤  0.05uΔ =  
 












図４  想定水害における被害軽減額の確率密度曲線 
 
図 4 では，想定水害 4F のみが途中で瘤をもつ右下がりの曲線であり，他は正規分布













































この事例では，平成 17 年度から平成 21 年度の期間に新規の施設建設を行い，平成
22 年度から供用開始する。その後，施設を供用したまま，平成 67 年度から平成 71 年





















便益 現在価値 費用 現在価値Ci 内容
1 H17 0.0 0.0 0.0 356.1 356.1
2 H18 0.0 0.0 0.0 318.3 306.2
3 H19 0.0 0.0 0.0 171.4 158.6
4 H20 0.0 0.0 0.0 210.5 187.1
5 H21 0.0 0.0 0.0 120.6 103.1
0.0 0.0 1,111.1
6 H22 1,579.6 1,298.5 1,298.5 0.6 0.5
7 H23 1,579.6 1,247.9 1,247.9 0.6 0.5
8 H24 1,579.6 1,200.5 1,200.5 0.6 0.5
9 H25 1,579.6 1,154.7 1,154.7 0.6 0.4
10 H26 1,579.6 1,110.5 1,110.5 0.6 0.4
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
49 H65 1,579.6 240.1 240.1 0.6 0.1
50 H66 1,579.6 230.6 230.6 0.6 0.1
51 H67 1,579.6 222.7 222.7 356.6 50.3
52 H68 1,579.6 213.2 213.2 318.6 43.0
53 H69 1,579.6 205.4 205.4 171.6 22.3
54 H70 1,579.6 197.5 197.5 210.6 26.4
55 H71 1,579.6 189.6 189.6 120.6 14.5
29,006.6 29,006.6 167.0































表 2 において，平成 72 年度（i=56）以降の費用 iC は，平成 22 年度(i=6)から平成 71
年度(i=55)までの 50 年間の費用を周期的に繰り返すと仮定する。すなわち 
50i iC C −=   ( 56)i ≥                         (34) 






ただし， 0.04α = である。 
５．４．６ 費用便益比の分布とその近似 
便益は平成 22 年度から発生するため，平成 22 年度現在の価値を平成 17 年度現在の
価値に換算するために，換算係数 ( )51/ 1 0.8219η α= + = ⋅⋅ ⋅を掛ける必要がある。 
評価期間 [ )0,t = ∞ を対象とする費用便益比 zは 
              


































⎡ ⎤⎧ ⎫ ⎧ ⎫⎪ ⎪ ⎪ ⎪⎢ ⎥= + ×⎨ ⎬ ⎨ ⎬⎢ ⎥+ + +⎪ ⎪ ⎪ ⎪⎩ ⎭ ⎩ ⎭⎢ ⎥⎣ ⎦
∑ ∑ ∑
( ) ( ) ( )
5 55 105
1 1 1
1 6 561 1 1
i i i
T i i i
i i i
C C CC α α α− − −= = == + + + ⋅ ⋅ ⋅+ + +∑ ∑ ∑
/ Tz x Cη=
(35)
(36)




                   
と置き換えるだけで ( )CBRf z が得られる。キュミュラントや主な統計量も(29)式～(33)
式において(37)の置換を行うことで求められるが，歪度と尖度は置換の影響を受けず変
化しないことがわかる。 すなわち， ( )CBRf z の歪度，尖度は，それぞれ(31)式，(32)式
によって計算される。 
被害軽減額は，防災事業の便益にほかならないから，平成 17 年度現在価値に基づく
費用便益比 z の期待値 zμ は，(29)式に(37)の置換を行って，次の通り求められる。 
         
これを表３の費用便益比と比較すると，(38)式で表される費用便益比は，ケース②とほ
ぼ一致することがわかる。 
数値積分によって求めた費用便益比 zの確率密度関数 ( )CBRf z を図５に示す。 ( )CBRf z
の数値解をもとに，たとえば費用便益比が 10 を下回る確率は 0.24%，逆に 40 を上回










れる ( )CBRf z の平均，分散の値と一致させてある。この場合，ガンマ分布の確率密度関
数 ( )f zΓ を 
 
と表すと，パラメータζ とθ ，さらに歪度 ,3βΓ と尖度 ,4βΓ は次のようになる。 













































図５の分布について，主な統計量を示したのが表 4 である。 





( )CBRf z の歪度，尖度は正規分布より大きく，ガンマ分布より小さい。図５からは，
( )CBRf z の近似形として，ガンマ分布の方が正規分布より優れていることがわかる。そ
の要因の１つとして， zの範囲が，正規分布では z−∞ < < ∞であるのに対して，ガンマ
分布は ( )CBRf z と同様 0 z≤ < ∞ であることがあげられる。 
















,3 ,42 / , 6 /β θ β θΓ Γ= =　
(40)




歪 度 0.387              0                 0.534





















手順 E) (40)式を用いて計算されるガンマ分布の歪度，尖度が，手順 D で求められる歪
度，尖度の値に近似しているとみなされる場合には，手順 B，手順 D の代わり
に(39)式のガンマ分布で近似するという方法もある。 
（２）本章の方法では十分対応できない場合 
① / rλ が小さい場合，すなわちまれにしか起こらない災害では，(17)式の被積分関数











における費用便益分析が必要となる。有限期間 [ ]0,T を対象とする便益の特性関数
( )Tg u は，(7)式をさらに展開して次のように表される。 
 
 ( )0 0
1 1 ( )( ) exp
rTi iu ue
T rT
e e g ug u d d
r g ue
τ τλ τ ττ τ
−
−




これにフーリエ反転公式を適用すると，有限期間 [ )0,t = ∞ を対象とする，想定災害に
対する，現在価値に換算された相対的な被害軽減額の総和 xの確率密度関数 ( )Tf x が，
次のように表される。 
( ){ } ( ){ } ( )0( ) exp ( ) cos ( ) 1T rT rT rTT ef x Ci u Ci ue Si u Si ue e xu dur rλ λ λπ− ∞ − − −⎡ ⎤ ⎡ ⎤= − − − −⎢ ⎥ ⎢ ⎥⎣ ⎦ ⎣ ⎦∫  










iC ： i年目に必要な費用（円）。 
TC ：評価期間 [ )0,t = ∞ における費用の現在価値の総和(円)。 
( )Ci u ：積分余弦関数。 
[ ]E ∗ ：期待値を表す演算子。 
kF ：想定災害。 
( )f x ：無限期間を対象とする確率変数 xの確率密度関数。 
( )Tf x ：有限期間 [ ]0,T を対象とする確率変数 xの確率密度関数。 
( )f x ：無限期間を対象とする確率変数 x の確率密度関数。 
( )CBRf z ：費用便益比 z の確率密度関数。 
( )f zΓ ：ガンマ分布の確率密度関数。 
( )g u ：確率変数 xの特性関数。 ( ) lim ( )TTg u g u→∞=  





( )kg u ：確率変数 kx の特性関数。 
( )Tg u ：確率変数 Tx の特性関数。 




kI ：想定災害 kF における防災事業による被害軽減額(円)。 
tI ： t年後に発生する想定災害による被害軽減額の現在価値（円）。 
tI ： 0I に対する相対的な被害軽減額の現在価値。 
i：虚数単位。 
log ：自然対数。 
( )oP n ：ポアソン分布の確率関数。 
( )Q u ：







λ γ⎡ ⎤−⎢ ⎥⎣ ⎦=  と定義される関数。 
r ： log(1 )r α= + と定義される変数。 
( )Si u ：積分正弦関数。 
T ：評価対象期間の長さ（年）。 
x：期間 [ )0,t = ∞ におけるすべての発生回数 ( 0,1,2, )n = ⋅⋅ ⋅ を考慮した，相対的な被害軽減
額の現在価値の総和（円）。 lim TTx x→∞=  ただし，図１のように， 0I に対する相対的な被
害軽減額としても使用されている。 
x ：期間 [ )0,t = ∞ における，すべての想定災害 , ( 1,2,3 , )kF k N= ⋅⋅⋅ のすべての発生回数
( 0,1,2, )n = ⋅⋅ ⋅ を考慮した，相対的な被害軽減額の現在価値の総和（円）。 
 
kx ：期間 [ )0,t = ∞ における想定災害 kF のすべての発生回数 ( 0,1,2, )n = ⋅⋅ ⋅ を考慮した，相
対的な被害軽減額の現在価値の総和（円）。 













,T nx ：期間 [ ]0,t T= に n回 ( 0,1,2, )n = ⋅ ⋅ ⋅ の想定災害が発生する場合における，相対的な被害
軽減額の現在価値の総和（円）。 
z：費用便益比。 
α：将来価値の社会的割引率。わが国では現在 0.04α = とされる場合が多く，本論文の計算
例ではこの値を採用している。 
3β ：確率変数 x の分布の歪度。 
4β ：確率変数 x の分布の尖度。 
,3βΓ ：ガンマ分布の歪度。 
,4βΓ ：ガンマ分布の尖度。 
γ ：Euler の定数。 0.57721566490γ = ⋅ ⋅ ⋅  
η ：平成 22 年度現在の価値を平成 17 年度現在の価値に換算するための換算係数。 
nκ ：確率変数 x の n次のキュミュラント。 
λ：想定災害の平均発生頻度（1/年)。 
kλ ：想定災害 kF の平均発生頻度（1/年）。 
μ：確率変数 x の平均値（円）。 
zμ ：費用便益比 zの平均値 
θ ：ガンマ分布のパラメータ。 
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淀川下流の夏期（7,8,9 月）の平均流量は 180.4m3/S，冬期（12,1,2 月）の平均流量

















 下水処理場 洛西 洛南 鳥羽 吉祥院 伏見 石田
河口からの距離 (km)      38          37           45         47           42   28
(河口までの流下距離)




れ機能不全レベル 1， 2， 3 と呼ぶこととする。 
レベル 1: 被災直後の機能不全レベル。流入下水は未処理のまま淀川水系に放流され
る。 
レベル 2: 地震発生後 4 日目から流入下水に対して固形塩素による簡易消毒が行わ
れる。 
レベル 3: 地震発生後 8 日目から簡易沈殿処理が行われ，その処理水に対して簡易
消毒が行われる。 
被災の程度は下水処理場ごとに異なると考えられるが，あらかじめ予測することは
困難であり，ここでは 6 ヶ所の下水処理場すべてについて，上で設定したレベル 1～レ
ベル 3 の応急対応シナリオを仮定した。 
ちなみに，兵庫県南部地震で被災した神戸市東灘下水処理場と，新潟県中越地震で
被災した新潟県堀之内下水処理場では，地震直後に処理機能がすべて停止した後，簡易
















NH4-N: 43％， 大腸菌群数: 4Log(99.99%)という除去率が得られており 7) ，表２の
NH4-N と大腸菌群数の除去率はかなり低めに設定されているといえる。 
兵庫県南部地震で被災した兵庫県内の 10 市 7 町では，水道の断水率は，地震後 1




水質項目    通常処理  レベル 1  レベル 2   レベル 3   
NH4-N         90.0%       0.0%      0.0%       0.0% 
大腸菌群数       99.9%       0.0%     90.0%      90.0% 
























































































































なお，BOD については図２に示されていないが，レベル 3 の応急対応における除去

























rNP e−= −               (1) 
P1 : 単回暴露による感染確率  
N : 摂取オーシスト個数 
r : パラメータ（= 0.0047） 
11 (1 )
n
nP P= − −                   (2) 
Pn : 反復暴露による感染確率 
n : 反復回数 
この場合 rN <<1 の条件が成立するから，(1)式及び(2)式から導かれる以下の式が Pn 
について十分よい近似値を与える。 
nP nrN=                 (3) 
EPA では，飲料水の年間許容感染確率として 10-4(ｹｰｽ/年)以下という基準を満足する
ことを目標としている 15)。1 日の水道水の飲用量を 1L として，この目標を満たすため
の条件を試算する。(3)式において 
4
365 365 0.0047 10P N
−= × × ≤        (4) 
という関係から 56 10N −≤ × ，すなわち飲料水中の濃度は 6×10-5 (個/L) 以下ということ
になる。 
凝集・沈殿・急速砂ろ過という通常の浄水処理において保証できるクリプトスポリジ
ウム除去率は 2Log(99%)といわれている 16)。この場合，EPA の基準に対応する河川水
中のクリプトスポリジウム濃度は 6×10-3(個/L)となる。図２に示されるように，地震後
の淀川河川水中のクリプトスポリジウム濃度は最大 8 (個/L) 程度となり，EPA の基準
は満足できない。しかし，淀川下流域の浄水場ように除去率が 7Log(99.99999%)の高
度浄水処理の場合には 3)，河川水中のクリプトポリジウム濃度は 600(個/L)まで許容さ
れ，地震後も EPA の基準は満足されることになる。 
（２） WHO の方法 
単一の疾病要因による異なった健康影響の負担を統合するため，又は異なる要因の影
響を比較するための共通の指標として，WHO では DALY(Disability Adjusted Life 
Years)を採用している。この統合的指標は，早期死亡によって失われた生存年数(Years 
of Life Lost: YLL)を障害生存年数(Years Lived with Disability: YLD)と組み合わせ，重
篤度の重み付けをおこなって標準化したもので，次の式で表される 17) ,18)。 




として 10-5(ｹｰｽ/人)，すなわち 100,000 人に 1 ケースと定めている 19)。また，最近の飲
用水ガイドラインでは，WHO は健康影響の負担リスクの許容値として 10-6(DALYs/年)
を提案している 20)。他方，飲用水中の臭素酸の摂取による腎細胞癌の健康影響の負担


































3365 0.0047 1.5 10N −= × × × ×















平均降雨強度 4.2mm/h，総降雨量 25mm，降雨継続時間 6 時間の局地的降雨とし，雨
水流出率は 0.7 とした。また，流出負荷量の時間変動パターンは，京都市の合流式下水
道における放流 BOD 負荷量の観測値を参考に設定した。 
地震発生直前における化学物質の貯蔵量は，化学物質の種類に関係なく，対象地震に








対象化学物質別の届出排出量（2003 年 PRTR 届出データ）） 
＋（PRTR 届出対象条件（従業員数 21 人以上で年間取扱量 1t 以上）に満たない
業種別・対象化学物質別年間排出量）A} 
÷（業種別・対象化学物質別平均排出係数 B） 
＋（非対象業種・家庭・移動体その他の取扱量 C）       (7) 
上式において A は，文献 22)を参考に，業種別・対象化学物質別の事業所当り平均取
扱量や対象地域における業種別事業所数等から既存の資料 23),24)を活用して算出した。B















○ 河川断面：5km ピッチで横断面を入力（1km ピッチで横断面を補間入力） 













































































































































































河口からの距離 34km   17km   11km      34km   17km    11km
取水停止時間(h) 19.3      29.1    35.8       14.5      23.7     29.8  
給水停止時間(h)        7.3      17.1    23.8         2.5      11.7     17.8
六価クロム フェノール
河口からの距離 34km   17km   11km      34km   17km    11km
取水停止時間(h) 8.2      13.2    15.1         8.7      12.9      11.9
給水停止時間(h)        0.0        1.2      3.1         0.0        0.9       0.0
シアン トルエン
河口からの距離 34km   17km   11km      34km   17km    11km
取水停止時間(h) 5.7        3.6       0.0         0.0 0.0 0.0
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グラム・シャリエ展開する方法を採用することとする。この場合，確率密度関数 ( )f x は
次のように表される。 
1
3 3 4 4 5 5( ) 1 ( ) ( ) ( )( )









! ( )( ) ( 1)  





n nL x x





Γ += − − Γ +∑  
0
( ) ( 1) ( 3, 4,5, )










= Γ − = ⋅⋅⋅− Γ +∑ 　　　  
(1)式～(3)式の導出方法は付録 B を参照されたい。 ( )f x は，求めたい確率密度関数 ( )h z
ではなく， 次のように変換された変数 xの確率密度関数である 
x zβ= ， 2mβ σ=  
ここに，m ， 2σ は ( )h z の平均，分散である。このように変換することにより ( )f x の
平均と分散は一致し，この値を 2 2( / )mα σ= とおいている。 ( )nL xα はn次のラゲールの
陪多項式， kμ は ( )f x の原点まわりの k次のモーメント， ( )Γ ∗ はガンマ関数である。 
第５章の５．３．１節では，評価期間 [0, )t = ∞ の，現在価値に換算した相対的な被
害軽減額の総和の特性関数 ( )g u について次の関係式を導いた（第５章の(10)式参照）。 
1








= ⋅∑  
したがって，キュミュラント nκ は次のように表される。 
1
n n r
λκ = ⋅  





















μ κ μ μ−
=
−⎛ ⎞= =⎜ ⎟−⎝ ⎠∑ 　　  
所与の / rλ について，(6)式，(7)式からモーメント nμ を求める。次に(1)式～(3)式に




































































図 1 のグラム・シャリエ展開の nの値は，(1)式の n次の項まで計算したことを示す。数







































































( , )Be a b で近似する方法がとられる3)。このような方法は，土木施設にも適用される場
合がある4)。 
1 11( , ) : ( ) (1 ) , (0 1)
( , )
a b
CBe a b f a b
ξ ξ ξ ξ− −= ⋅ − ≤ ≤Β 　　  
ξ は損失率， ( , )a bΒ はベータ関数， ,a bはパラメータである。パラメータは，損失確率
関数の平均値 Cμ ならびに分散 2Cσ より次のように求められる。 
2 2 2
2
(1 )C C C C C
C
b μ μ σ μ σσ




ba μ μ= −  
現在価値に換算した被害軽減額の総和の特性関数 ( )g u を導出するため，第５章で採
用したものと同様の方法にしたがって，ベータ分布の損失関数を考慮した場合の特性関
数 ( )G u を求める。 
期間 [ ]0,t T= に想定災害が 1 回発生する場合の，現在価値に換算した被害軽減額は 
0
rt
tI I eξ −=  
と表される。 0I は 1 回の災害における被害軽減額 tI の最大値で，建築物の場合は通常，





相対的な被害額の特性関数 ( )TG u について，次の関係式が得られる。 
0
1






a e IG u iu
r a b n n
λ −∞
=
−= ⋅+ ⋅∑  
ただし 
0( ) ( 1)( 2) ( 1), ( ) 1na a a a a n a= + + ⋅⋅⋅ + − =　　  
(12)式から(13)式，(14)式の導出については，付録 D を参照されたい。 
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a IG u iu
r a b n n
λ ∞
=
= ⋅+ ⋅∑  
となる。 










r a b nβ
λκ = ⋅ ⋅+  
したがって，平均 βμ と分散 2βσ は 
2 2
,1 0 ,2 0
( 1),
2( )( 1)
a a aI I
a b r a b a b rβ β β β
λ λμ κ σ κ += = ⋅ = = ⋅+ + + +　　  










とおくと，この場合の平均 αμ は βμ と一致し 
 
となる。また，キュミュラント ,nακ は 
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λκ ⎛ ⎞= ⋅ ⋅⎜ ⎟+⎝ ⎠
1 2 1  1
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貯蔵施設が確率 0.23 で被災すると仮定し，ηを確率変数として取り扱うこととする。 
上流域における有害物質の全貯留施設数をN とし，すべての貯留施設に等量の有害
物質が貯蔵されていると仮定する。それぞれの施設の被災率を p，(0 1)p≤ ≤ とすると，
ηは次の二項分布 ( , )Bi N p にしたがう。 
0









⎛ ⎞= = −⎜ ⎟+⎝ ⎠ ∑  
















































算した。有害物質として鉛およびその化合物を取り上げ，第６章の図 5，表 3 と同じ方


























淀川河口から 34km，17km，11km の代表地点周辺から取水している浄水場の 1 日
平均浄水量5)と，他の浄水場とあわせた行政区域内の給水人口等から，代表地点ごとの
給水人口を表 1 のように設定した。 
図 4 と表 1 に基づき，想定される地震が引き起こす淀川の水質汚染のため下流域の
水道が給水停止を余儀なくされ，それによって人々が受ける影響度を（給水人口）×（給























































































有害物質貯留施設被災率が 23％のときの水道給水停止の影響度は，図 5 より約 130 
（百万人・時）であり，これに原単位 309.5（円/人/時）をかけると被害額は約 400 億
円と見積もられる。被害額は最小値 0（円）から最大値約 700（億円）の間に分布する。
この被害額を最大値約 700（億円）で割った数値を損失率ξ と定義する。 






























関係から損失率ξ の確率分布（損失確率分布）が図 6 のヒストグラムように求められる。
図 6 には，（9）式，(10)式を利用して損失確率関数をベータ分布 (12.6,15.2)Be で近似
する曲線と，参考として一様分布で表される損失確率関数もあわせて示してある。一様



















































概ね 100 年に 1 度と設定してよいであろう。すなわち， 0.01λ = （1/年）とする。 
７．３節の方法（(21)式参照）で被害額の現在価値に関するキュミュラントを求め，
これを(7)式でモーメントに変換して，７．２節の方法（(1)～(4)式参照）でグラム・シ















損失確率分布の考慮の有無によって，非超過確率が 0.6 から 0.9 の範囲を中心として
分布曲線に乖離が生じる。しかし，損失関数 (15.2,12.6)Be をもつ分布曲線は，損失確
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と表すことができる。 ( )f x は，対象期間に少なくとも 1 回の想定災害が発生するとい
う条件付きの確率密度関数で， ( )F x はその分布関数である。 
７．３節で扱ったように，ベータ分布 ( , )e a bΒ で表される損失確率分布を仮定すると，







(28) ( )h x =
Te λ−






( ) ( )
x
H x h dτ τ= =∫ ( )1 ( )T Te e F xλ λ− −+ − (29) 
0
1
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したがって， ( )h x の n 次のキュミュラント nκ は次のように表される。 







a b n r
λκ
−−= ⋅ ⋅+    ( 1, 2,3, )n = ⋅⋅ ⋅  
(7)式によって，キュミュラント nκ から ( )h x の n 次のモーメント nμ が得られる。 
一方，(28)式より nμ は次のように表される。 
 
 




ただし， 0 1m = である。 
この nm を用いて，付録 C の方法で ( )f x または ( )F x に関するグラム・シャリエ展開
式を導き(28)式，(29)式に代入すれば，それぞれ ( ),  ( )h x H x の近似式を得る。 
なお，(19)式で仮定したように，損失率が変動せず，想定災害に対する被害額が一定
値 CI であると仮定すると，期間[ ]0,T の間に n回 ( 1,2,3, )n = ⋅⋅⋅ の想定災害が発生する場
合に，現在価値に換算された被害額 xのとり得る範囲は rTC CnI e x nI














(32) ( ) ( )
0
( ) 1 ( ) 1  n T n Tn no x h x dx e x f x dx e m
λ λμ ∞ ∞− −= = − = −∫ ∫
         ( 1, 2,3, )
1
n
n Tm ne λ
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曲線が縦軸と交わる点の非超過確率の値は，期間[ ]0,T に想定する災害が 1 度も発生
しない確率であって，(29)式の Te λ− の値である。被害額が大きくなると，どの曲線も
T = ∞の曲線に漸近する。有限期間の被害額の平均値（現在価値換算）は，(31)式で 1κ
を計算すれば容易に得られ， 20T = 年で約 55 億円， 50T = 年で約 88 億円，T = ∞で
約 102 億円である。一方，図 8 から読み取ることができる被害額の 90 パーセンタイル
値（非超過確率が 0.9 に対応する被害額）は，対象期間Tの間に 10％の確率でそれ以上
の被害額（現在価値換算）が見込まれる数値であるが， 20T = 年で 223 億円 50T = 年で
273 億円，T = ∞で 296 億円であって，それぞれ平均被害額の約 3 倍かそれ以上の値と
なる。パーセンタイル値が大きくなると，これに対応する被害額（現在価値換算）は，
対象期間にあまり依存せず，T = ∞の分布の値に近くなる。このことは，図 8 の右上の
領域で，曲線が重なっていることからもわかる。有害物質貯留施設の被災率 0.23p = の
ときの水道給水停止の被害額は約 400 億円と見積もられるから，20 年以上の対象期間


















通常 100 年に 1 度の災害というと，めったに起きないという印象があるが，例えば
20 年間その被害を回避するための防災事業を実施しないという意思決定は，期待値で
約 55 億円，さらに 10％の確率でその 4 倍のリスクを，20 年間保有することであると
いう理解のもとに行われることが望ましい。 
 
図 8 有限期間の被害額の分布 
























































価値換算）の分布を求めた。この分布の 90 パーセンタイル値は，対象期間の間に 10％
の確率でそれ以上の被害額（現在価値換算）が見込まれる数値であるが，対象期間が












( , )Be a b ：ベータ分布。 




( )F x ：確率変数 xの確率分布関数。ただし，７．５．２節では，対象期間[ ]0,T に少な
くとも 1 回の想定災害が発生するという条件付きの，被害額（現在価値換算）xの
確率分布関数。 
( )f x ：確率変数 xの確率密度関数。ただし，７．５．２節では，対象期間[ ]0,T に少な
くとも 1 回の想定災害が発生するという条件付きの，被害額（現在価値換算）xの
確率密度関数。 
( )Cf ξ ：ベータ分布の確率密度関数。損失率ξ の分布（損失確率分布）はベータ分布で
近似される。 
( )g u ：評価期間 [0, )t = ∞ の，現在価値に換算した相対的な被害額の総和の特性関数。 
1, ( )TG u :対象期間[ ]0,T に１回の災害が発生した場合の，損失確率分布を考慮した被害
額（現在価値換算）の特性関数。 
( )TG u ：対象期間[ ]0,T に発生する災害の総被害額（現在価値換算）の，損失確率分布
を考慮した特性関数。 
( )G u ：無限期間 [ )0,∞ に発生する災害の総被害額（現在価値換算）の，損失確率分布
を考慮した特性関数。 
( )H z ：確率変数 z の確率分布関数。ただし，７．５．２節では，対象期間 [ ]0,T にお
ける被害額（現在価値換算）の確率分布関数。 






0I ： tI の最大値。 
( )nL x
α ：n次のラゲールの陪多項式。 
m：確率分布 ( )h z の平均。 
p：施設の被災率の平均。 
( )oP n ：ポアソン分布の確率関数。 
r： ( )log 1  r = + 社会的割引率 と定義される変数。 
α ：もとの確率変数にβ を掛けた確率変数の平均と分散（どちらもα ）。 
β：もとの確率変数に掛けることによって，平均と分散の等しい分布に変換するための
係数。  
( )Γ ∗ ：ガンマ関数。 
nκ ： n次のキュミュラント。 
,nακ ：損失率ξ が一定値 ( )/ ( )a a bξ = + の場合の総被害額（現在価値換算）のキュミュ
ラント。 







kμ ：確率分布の原点まわりの k 次のモーメント。 
αμ ：損失率ξ が一定値 ( )/ ( )a a bξ = + の場合の総被害額（現在価値換算）の平均。 
βμ ：無限期間 [ )0,∞ について，ベータ分布で表される損失確率分布を考慮した総被害
額（現在価値換算）の平均。 










                                                  
1) 竹内啓：確率分布の近似：教育出版 (1996) 
2) 関根秀次，寺田貞一：性能関数の累積率計算法，日本建築学会構造系論文集，第
474 号 (1995) pp31-39 
3) 日本建築学会：建築物の安全性評価ガイドライン小委員会報告書 (2010) pp17-18 
4) 土木学会地震工学委員会地震リスクマネジメントと事業継続性小委員会：地震リス
ク解析とリスクマネジメントを考える―現状と課題/事例解析―，土木学会平成 22 年
度全国大会研究討論会 研－22 資料 (2010） 
5) （社）日本水道協会：水道水質データベース（平成 20 年度），
http://www.jwwa.or.jp/mizu/ (2011 年 1 月時点) 
6) 厚生労働省健康局水道課：水道事業の費用対効果分析マニュアル‐第Ⅴ編資料集 
(2007) 
7) 大阪府：大阪府の水道の現況（平成 20 年度），




                                                                                                                                                  
8) 阪神水道企業団：阪神水道企業団 水道用水供給ビジョン～安全な水の安定供給の
持続～，200.12 
9) 神戸市：神戸水道ビジョン 2017，神戸市水道局神戸市水道局総務部経営管理課 
（2008 年）p7 
10) 尼崎市水道局：水道・工業用水道ビジョンあまがさき，2010.4 
11) 東京大学教養学部統計学教室：統計学入門，東京大学出版会 (2010) pp126-127 
12) 尾池和夫：京都と周辺地域の地震活動の特性 : 京都と周辺地域の有感地震データ
ベース（解説），京都市防災会議 (1996) pp23-26 
116 
 








































































































  フランス ドイツ アメリカ イギリス 
0 国の概要 正式名称 フランス共和国 ドイツ連邦共和国 アメリカ合衆国 グレートブリテン及び北部アイルランド連合王
国 
 政体 共和制 連邦共和制 連邦共和制 立憲君主制 
 首都 パリ：215 万 2329 人（1990/市内） ベルリン：338 万 6667 人（1999） ワシントン D.C.：57 万 2059 人（2000/市内） ロンドン：707 万 4265 人（1996） 
 総面積 547 千 km2（海外領土除く） 
（日本の約 1.5 倍） 
357 千 km2 
（日本の 94％） 
9629 千 km2 
(日本の約 25 倍) 
245 千 km2（Rockall と Shetland 諸島を含む）
（本州の 1.07 倍） 






州（50 州 1 地域） 
郡（County） 
市町村（Municipality） 
イングランド：39 州、7 メトロポリタン州 
ウェールズ：8 州 
スコットランド：9 自治区、3 諸島地区 
北アイルランド：26 行政区 
 





下水道：   48 百万人 
個別処理： 12 百万人 
下水道処理人口普及率： 80％（2002 年） 
下水道： 77 百万人 
個別処理： 5 百万人 
下水道処理人口普及率： 93％（2001 年） 
（旧西独 96%、旧東独 76%）
下水道： 206 百万人（普及率からの推定値） 
個別処理： 84 百万人 
下水道処理人口普及率： 71％（1996 年） 
下水道： 58 百万人 
個別処理： 1.2 百万人 
下水道処理人口普及率： 95％（2000 年） 






































施設の所有者と同様。 施設の所有者と同様。 施設の所有者と同様。 
 
付録 A 


































































 州環境行政部 Executive Office of 
Environmental Affairs 
 （マ州の場合）  
環境庁（EA）が水に係わる環境経済学に関す
る研究開発（経済評価、料金制度等） 






















































































































  フランス ドイツ アメリカ イギリス 



































ず、1998 年 2 月ゴア副大統領からの指示





















































・既に 2001 年と 2002 年を合わせて、5,000
件以上が現行の TMDL 規則に基づいて認
可されている。 

























  フランス ドイツ アメリカ イギリス 





















































































































  フランス ドイツ アメリカ イギリス 







































€  。1 汚染単位は 1 年当たりの排出量と
して、物質ごとに設定されている






















































oP n T en
λλ −=
 
災害発生の間隔がT である確率は，ある時点で災害が発生し，それに続く時間T に 1
度も災害が発生しない確率であるといえる。ある微少時間 tΔ に災害が発生する確率は
tλΔ であり，その後の時間T に災害が発生しない確率は(1)式で 0n = とおいて 
(0) ToP e
λ−=  
であるから，T の確率密度関数 ( )f T は 
( ) (0) Tof T P e
λλ λ −= =  
すなわち，T は平均 1/λ の指数分布にしたがう。ここで，T は災害発生の間隔と定義
したが，上述の導出方法から，任意の時点から最初に災害が発生するまでの時間の分布
にも(3)式が適用できることが分かる。 
モンテカルロ法では，まず一様乱数 , (0 1)i iu u≤ ≤ から，逆関数法で指数乱数 iT をつく
る１)。 
 







I I r T
= = =
⎛ ⎞= = −⎜ ⎟⎝ ⎠∑ ∑ ∑  
を計算する。 nt は現在から n番目の災害が発生するまでの時間である。一様乱数の発生
から(5)式の計算までをM 回繰り返して， I のヒストグラムをつくり， I の確率密度曲
線を推定する。一様乱数は，Microsoft 社の Excel VBA の関数 Rand を用いた。また，















































                                                








































/ 2 / 3rλ =
/ 1rλ =
/ 2rλ =
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= Γ  
を重み関数とし，(4)式のように定義されるラゲール（Laguerre）の陪多項式 ( )nL x
α を
利用して，確率密度関数 ( )f x を展開するための具体的方法を紹介する２)。 
( )1 1( ) ( 1) nn x n xn ndL x x e x edxα α α− + − −= −  
( )f x の平均と分散はともにα  であると仮定すると，(3)式のガンマ分布と ( )f x の近さ
を， 1( ) ( )f x xψ − が１に近いかどうかで測ることができるであろう。そこで， 1( ) ( )f x xψ −





と形式的に展開する。上式の両辺に ( ) ( )mL x x
α ψ をかけて積分すると 
0 0
( ) ( ) ( ) ( ) ( )m n n mf x L x dx A L x L x x dx
α α α ψ∞ ∞=∫ ∫  
         
1
( ) ( ) ( ) ( )n n
n
f x x c H x xϕ ϕ∞
=







( ) ( ) ( )n n
n









(6)式を利用すると， ( )f x は次のように展開される。 
1
1 1 2 2( ) ( ) ( ) ( )( )
x
o o





⎡ ⎤= + + ⋅⋅⋅⎣ ⎦Γ  
ここに，係数 nA は次式のように表される。 
0
( ) ( ) ( )
! ( )n n




∞Γ= Γ + ∫  
いくつかのnについて， nA を書き下してみる。 
0 0 0
( ) ( ) ( ) 1
o
A f z L z dz f z dzα
∞ ∞= = =∫ ∫  
α は分布 ( )f z の平均と分散であるから 
1 1 0
1 1( ) ( ) ( ) ( ) 0
o
A f z L z dz f z z dzα αα α
∞ ∞= = − =∫ ∫  
2 2
( ) ( ) ( )
2! ( 2) o
A f z L z dzααα




( ) ( 2 )
3! ( 3)
A α μ αα
Γ= −Γ +  
2
4 4 3
( ) ( 12 3 18 )
4! ( 4)
A α μ μ α αα
Γ= − − +Γ +  
ここに， , ( 3, 4, )n nμ = ⋅⋅⋅ は， ( )f z の原点回りのn次モーメントである。 
結局，(7)式は次のように書くことができる。 
1
3 3 4 4 5 5( ) 1 ( ) ( ) ( )( )





⎡ ⎤= + + + ⋅⋅⋅⎣ ⎦Γ  
ここで，(4)式で定義されるラゲールの陪多項式は，次式のように表される。 
0 0
1 ! ( )( ) ( 1) ( 1)
! ( )! ! ( )
nn n
n k n k n
n
k k
n x n nL x x





+ −⎛ ⎞ Γ += − = −⎜ ⎟− − Γ +⎝ ⎠∑ ∑  
(8)式の積分の部分は，ラゲールの陪多項式 ( )nL x
α の nx を nμ で置き換えたものにほかな
らない。したがって，(15)式を(8)式に代入すると，係数 nA は次のように表される。 
! ( ) ( )
( ) m
m m A n mαα
Γ + =Γ 　　 






( ) ( ) 2( 1) ( 1) 0
2! ( 2)
f z z z dzα α α αα











( ) ( 1) ( 3, 4,5, )










= Γ − = ⋅⋅⋅− Γ +∑ 　　　  
 (14)式に(15)式と(16)式を代入すると， , ( 3, 4, )n nμ = ⋅⋅⋅ をもとにして，グラム・シャリ
エ展開式を計算することができる。 
なお，一般の解説書等３）では，ラゲールの陪多項式 ( ) ( )nL x
α は，(4)式ではなく 









+ −=  
と定義されているため，注意を要する。 
 
( )f x の分布関数 ( )F x は，(14)式を積分することによって得られる。 
0
( ) ( )
x
F x f t dt= ∫  
 
 
(18)式の第 1 項はガンマ分布の分布関数で，不完全ガンマ関数 ( , )P xα と表記されるこ




1 ( ) ( )
( ) ( )
xx t
n n n n
n n




−∞ ∞− − +
−
= =
= −Γ Γ∑ ∑∫  
 















= − Γ ∑  
以上の議論では， ( )f x の平均と分散はともにα  であると仮定した。平均と分散が異
なる一般の分布 ( )h z については， x zβ= と変数変換することにより，平均と分散が等
しい分布形に直すことができる。すなわち， ( )h z の平均，分散をそれぞれm， 2σ とお


















1 1 ( )




x e dt A t e L t dtα α αα α
∞− − − −
=






(22)式からα を計算し，(14)～(16)式に基づいて ( )f x を求める。そこで， 
( ) ( ) /h z f zβ β=  
 






                                                
１) 清水良一：中心極限定理，教育出版 (2001) pp193-195 
２) Newton L. Bowers, Jr：Expansion of Probability Density Function as a Sum of 
Gamma Densities with Applications in Risk Theory, Transacitons of Society of 
Actuaries, Vol.18, PT.1, No.52 (1966) pp125-147 






期間 [ ]0,t T= に被害額 0I ξ の想定災害が 1 回発生する場合の，現在価値に換算した相




, 1,( ) ( )
n
n T TG u G u⎡ ⎤= ⎣ ⎦  
すべての発生回数 ( 0,1,2, )n = ⋅⋅ ⋅ を考慮した，現在価値に換算した相対的な被害軽減額の
























rtiu e a be d
a b
ξ ξ ξ ξ− − −Φ = −Β ∫  
 
 








fG u e dtd
T
ξξ ξ−= ∫ ∫









T iuI en T C
n











Ce f e dtd
ξλ λ ξ ξ−− ⎡ ⎤= ⋅ ⎢ ⎥⎣ ⎦∫ ∫
( )010 0exp ( ) 1rtT iuI eCf e dtdξλ ξ ξ−⎡ ⎤= −⎢ ⎥⎣ ⎦∫ ∫
( )010 0exp ( ) 1rtT iuI eCf e d dtξλ ξ ξ−⎡ ⎤= −⎢ ⎥⎣ ⎦∫ ∫ (3) 
(2) 
(1) 






( ) ( ) ( , , ) (1 )
( )
ztM z e t t dtα β αβ α α α ββ
− − −Γ − Γ = −Γ ∫  
また， 




Γ ΓΒ = Γ +  
という関係を利用した。 




( ) ( )( )( , , ) 1




a z aa zaz zM a b z
b b b n b n
∞
=
= + + + ⋅⋅⋅+ + ⋅⋅⋅ = ⋅∑  
ここに 
0( ) ( 1)( 2) ( 1), ( ) 1na a a a a n a= + + ⋅⋅⋅ + − =　　  
したがって， log ( )TG u は次式のように表される。 
0
1






a e IG u iu
r a b n n
λ −∞
=




                                                  
１）Milton Abramowitz, Irene A. Stegun: Handbook of Mathematical Functions, 
Dover Publications, Inc. (1970) pp504-505 
２) I.S.Gradshteyn, I.M.Ryzhik：Table of Integrals Series,and Products, Seventh 
Edition, Elsevier Academic Press (2007) p1023 
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